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コンピューターやネッ トワーク機器などの情報通信投資を進めることによっ

て経済全体の生産性が向上するとの見方は広 く浸透 している。中には「IT革命」

による 「ニューエ コノミー」が到来 したとの指摘 もあった。 しか し,ICT投

資が他の種類の資本財 とは区別 された形でどの程度まで全要素生産性 を上昇 さ

せてきたのかという点については意見が分かれてきた。特 にインターネットの

利用が浸透する中で教育部門では新 しい教育方式としてe-Learningが 注 目さ

れつつあるが,こ のe-Learningが 本当に教育サービスの生産性 を高めるのか

どうか,は っきりとした結論は得 られていない。本小論は,こ れまでの結果を

振 り返ったあと,筆 者 による実験的なe-Learningの 試みと本学 において実施

された授業評価 アンケー ト結果に基づいて,表 題の分析テーマにささやかな知

見を加えようとするものである。

1情 報通信(iCT)投 資は経済全体の生産性を向上させてきた

情 報 通 信 投 資(以 下,ICT投 資 と呼 ぶ)1)が 本 当 に生 産 性 を 高 め る か ど う か

に つ い て最 初 か ら合 意 が 得 られ た わ け で は な か っ た。 この 問 題 につ い て 特 に 実

証 的 分 析 が 蓄積 さ れ 始 め た の は,Solowが1987年7月 にNewYorkReviewof

Booksの 中 で"Youcanseethecomputerageeverywherebutinthepro一

1)国 際比較では情報処理機器に通信機器を加えたICT投 資を利用することが多い

が,明 らかに情報処理機器のみを対象とした結果を紹介する際はIT投 資という用

語を使用する。
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ductivitystatistics"と 指摘 してからのことである。意味合いとしては 「コン

ピューター時代の到来はどこでも確認できるが,そ れが生産性を高めていると

いう統計的根拠はどこにもない」ということになるので,こ の指摘 は 「ソロー

の逆説(Solow'sParadox)」 と通称されて きた。実際,1948年 か ら1973年 にか

けてアメリカの全要素生産性が年率1.9%で 向上し,労 働生産性は2.9%ず つ上

昇 して きたのに対 して,1973年 以降はそれぞれ0.2%,1.1%に 低下 している

(Triplett[1999コ,pp.310)。 この ような変化 はアメ リカのみな らず他 の

OECD諸 国でも確認されている。情報通信技術の進歩が加速するの と並行 し

て生産性上昇テンポは鈍化 してきた というわけだ。

通常,全 要素生産性 を測定するときはマクロ生産関数に基づいて成長会計の

手法を用いる。実質GDPをY,労 働投入量をL,ICT資 産を含めた資本ス トッ

クをK,全 要素生産性上昇率を αとし,一 次同次のコブダグラス型生産関数

を前提すると

Y=AeC「tKβL1一 β (1)

となるので,生 産要素市場で限界生産力に応 じた要素価格が形成 されていると

すれば,

cr・Y-SLL-sκK (2)

とい う周知の成長会計の恒等式が得 られる。但 し,(2)式 中のSL,SKは それ

ぞれ労働分配率,資 本分配率 を表 し,変 数に付 したハッ ト記号(^)は 増加率

を表す。

ここで資本ス トックをICT資 本(Kc)と 非ICT資 本(K。)に 区別するとす

れば成長会計の恒等式は

α=Y-SLL-S。K。-S。K。 (3)

とい う式 に変わる。いずれにしても全要素生産性上昇率は実質GDP成 長率か

ら投入された実質生産要素の増加で説明できる部分を差 し引いた残差 として測
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定 される点は共通 している。 コンピューターなどのICT機 器については急速

な処理能力の向上を反映 させるためヘ ドニック価格指数を用いて実質化するこ

とが多いが,そ うすると価格低下が強調 され,そ の分,実 質投入量の増加率(Kc)

が高めに出る結果となり,全 要素生産性上昇率が低めに算出される一つの原因

になっているとの指摘があるが,そ れは成長会計のこうした考 え方に理由を求

め られる。

成長会計の手法により先ずアメリカについてICT投 資がマクロ経済に与え

る生産性効果の計測が進展 した。下表は1990年 代の代表的な結果である。

表1ア メリカ経済の計測結果(1)

OlinerandSiche1(1994) JorgensonandStiroh(1994)

1970-79 1980-92 1979-85 1985-90 1990-96

経済成長率 3.42 2.27 2.35 3.09 2.36

コ ン ピ ュ ー タ ー分 0.09 0.21 0.15 0.14 0.12

情報通信機器分 0.25 0.35 NA NA NA

(注)Triplett[1999],pp.312,Table1

直ちに分かるように経済成長率 に対 してICT投 資が与える影響 は非常に低

い度合 いにとどまっている。この理由は,資 本財全体に占めるICT設 備の比

率が低いという点に求め られる。増加率としては確かに高いが,コ ンピューター

という資本財が単独で経済全体 にプラスの影響を与えるには小額に過ぎるとい

うことである。

しか しながら,最 近の計測結果は様相を異にしている。

表2は,ア メリカ経済について1973～1995年 か ら1995～2000年 までの期間に

かけて加速 した労働生産性上昇率を要因分解したものである。表2は 労働生産

性上昇率 を分解 しているが生産関数の一次同次性か らGDP総 額の増加率の分

解 と同じ結果になる。これを見 ると,計 測結果問で相当の違いがあるものの,

労働生産性上昇率の30%か ら50%程 度は資本ス トック増加で説明され,そ の大

半はICT資 本の増加によってもたらされたことが分かる。一般的に労働者1
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表2ア メリカ経済に関する計測結果(2)

Oliner-Sichel
(2002)

Gordon(2002) CEA(2001)
Jorgenson,
HoandStiroh

(2002)

労働生産性上昇率 0.89 1.44 1.39 0.92

資本 ス トック増加の寄与: 0.40 0.37 0.44 0.52

IT投 資分 0.56 0.60 0.59 0.44

その他投資分 一 〇
.17

一 〇
.23 一 〇 .15 0.08

労働の質改善による寄与 0.03 0.01 0.04 一 〇
.11

全要素生産性向上の寄与: 0.46 0.52 0.91 0.51

コ ン ピュ ー ター 生 産 部 門 0.47 0.30 0.18 0.27

その他部門 一 〇.01 0.22 0.72 0.24

(注)Pilat,D.F.LeeandBvanArk[2002],pp.64,Table1

人当た りの資本装備率が上昇すれば,技 術水準が一定であっても労働生産性は

上昇する。 しか し表2を みると技術進歩によって もたらされる全要素生産性の

上昇 も相 当の水準であ り,例 外的に低 く見積 もっているGordon[2002]を 除

けば労働生産性上昇の過半は全要素生産性の上昇で説明されている。ただ全要

素生産性上昇のどれだけの部分がコンピューター産業からもたらされ,ど れだ`

けがコンピューターを利用する産業か らもたらされたものかになると,結 果が

分かれている。注 目されるのは大統領経済諮問委員会(CEA)に よる年次経

済報告書(CEA[2001])が 示 した結果であろう。これによると,全 要素生産

性上昇はコンピューター産業 というよりも,コ ンピューターを利用する産業の

効率化 によってもたらされたことが確認される。

この ように基礎データが蓄積 されるに伴い,ICT投 資の生産性上昇効果が

確認されるという結果が得られている。同様の結果は,実 はアメリカ以外の諸

国についても得 られている。最近の結果を概括 したOECD[2003](Figure2.6,

pp.43)に は,経 済全体 の全要素生産性上昇率 と,そ の上昇がICT製 造業,

ICT利 用サービス産業,そ の他産業のどの部門か らもたらされたのか という

内訳が国別に示 されている。それをみると,日 本やイタリアは1990年 代 を通 し
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てICT製 造業では僅かに全要素生産性の上昇が見 られた ものの,他 の産業の

生産性低下か ら全体 としても全要素生産性が低下しているのに対 して,フ ィン

ラン ド,デ ンマーク,ド イツ,カ ナダ,フ ランスの順に全要素生産性の上昇が

加速 している状況が見 て取れる。特にICT製 造業以外の産業の生産性上昇の

寄与が大 きいこともわかる。このことは,ICT資 本財の価格が他財 に対 して

急速 に低下 してきたことからも確認できるICT生 産部門の効率化 とは別 に,

そ うしたICT化 を進めることにより他の産業全体の効率性が確かに上昇 して

きたという事実を確認するものである。

2学 校による教育サービス生産性は低下してきた

前節ではICT投 資が生産性上昇 に及ぼす効果についてこれまで どのような

測定結果が公表 されてきたかを概観 した。 もう一つ別の特徴 として,ICT投

資の偏在性があげられる。OECD[2003](Figure1.3,pp.23)に よれば,ア

メリカの事情ではあるが,ソ フ トウェアを含めた設備資産残高に占めるIT資

産の比率は,特 にサービス産業で目立って高い。中でも法務サービス,卸 売,

対企業サービスではIT資 産が30%を 超 えてお り産業全体の平均値である11%

をはるかに上回っている。製造業の平均値が5%強 であることと比較すると,

特 にサービス産業で推 し進め られて来たICT投 資の中身が浮かび上がってこ

よう。

その中で教育産業のIT資 産比率は25%を 越えている。少 し古いがPilat-

Lee--vanArk[2002](Figure4,pp.59)で は1990年 代 の各国について産業別

ICT投 資比率を示 している。それによれば,1992年 のアメリカにおいてICT

投資比率が最も高いのは通信であ り,次 いで建設,保 険,金 融 と続いている。

1996年 のカナダでは,通 信,木 材,サ ービス,流 通,金 融のICT投 資比率が

高い。1995年のオランダでは金融保険が最も高 く,1998年 のイギリスでは通信,

金融保険のICT投 資比率が最 も高い。国ごとに産業分類が異なるなど比較が

難 しい ところがあるが,通 信,金 融保険においては1990年 代 に集 中的なICT
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投資が進められてきたことが察せ られる。この中で教育産業は必ずしも目立っ

て高いわけではな く,1992年 のアメリカで産業全体の平均以上のICT投 資を

行っていることが確認 されるだけである。

これ らのことか ら教育産業では,金 融保険や通信産業ほどにはICT投 資が

集中的に進め られて きたわけではないが,経 済活動の特徴 としてコンピュー

ターやネットワーク機器,ソ フ トウェアに対する投資が多めになされて きたこ

とか ら,ス トックでみるとICT資 産が高い比率を占めていると考えられる。

ICT投 資は主 としてサービス産業で集中的に行われて きた。 しか しサー ビ

ス産業の生産性を測定す ることは製造業 に比べて難 しい。そのためICT投 資

の生産性向上効果 は早 くか ら明瞭に測定 されて きたわけではないが,CEA

[2001]の ようにコンピューター製造業よりもコンピューターを使用する産業

における全要素生産性上昇がより高い比重を占めていることを指摘する結果 も

得 られている。CBTやWBTの 浸透,商 用 ・非商用双方で開発 されている多

数のe-Learning関 係製品を見るだけでも,教 育部門におけるICT設 備ス トッ

クの高まりが学校教育の生産性に対 してプラスの効果を及ぼ しているという憶

測は容易に成 り立 とう。

実際,文 部科学省[2005](pp.30)に よれば初等中等教育における児童10

人当た り教育用 コンピューター台数は,1.3台 となってお り,ア メリカの2.1台,

イギ リスの1.9台,韓 国の1.8台 と比べると少ないが,ド イッの0.7台 を大 きく

上回っている。小中学校のイ ンターネット接続 は100%に 達 し,高 速機器によ

る接続比率 も70%程 度,高 等学校の普通教室のLAN整 備率 も60%を 超 えてい

る。数年前の日本の教育機関の状況 を顧みると,こ こ数年で集中的なICT投

資が進め られて きたことがわかる。大学など高等教育機関のICT化 が更に推

し進め られていることは容易に察せられ よう。

では,教 育部門におけるICT投 資は他産業 と同 じように仕事の効率性 を高

め,よ り質の高いサービスを供給できるようになっているかといえば,必 ず し

も肯定的な研究結果が得 られてはいない。Gundlach-Wossman-Gmelin[2001コ

では,生 徒1人 が支払 う教育価格のGDPデ フレーターに対する比率,つ まり
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教育の実質価格の推移 と全要素生産性上昇率の推移 を比較するというどちらか

といえば単純な手法 によって,学 校教育の生産性の動きを測定 している。それ

によれば,1970年 か ら1990年 代半ばにかけて,カ ナダが3.1%,フ ランスが3.6%,

ドイツが3.3%,イ タリアが4.4%,日 本が4.1%,イ ギリスが2.8%,ア メリカ

が2.2%と いう平均年率で学校教育の全要素生産性が低下 しているという結果

が得 られている。

全要素生産性は資本 と労働を一定にしたときにそれだけの率で生産物が増減

するという値である。教職員1人 が利用できる設備機器が増加 し資本装備率が

上昇 していることによって生産性 は上昇 しているので,結 果 として教職員1人

当た りのサービス生産性が低下 しているということと同じではないが,所 与の

設備,教 職員 を有する学校を単位 として考えると,全 要素生産性上昇率がマイ

ナス値 ということは学校のサービス生産性が低下 してきていることを意味 して

いる。同様の結果は1980年 から1990年 代 にかけての東アジア諸国(香 港,日 本,

フィリピン,シ ンガポール,韓 国,タ イ)に ついても,概 ね再確認されている

(Gundlach-Woessmann[2001])。

更に,Lakdawalla[2001]で はICT分 野の技術革新の中でICTス キルの高

低に伴 う賃金格差拡大が進む中で,相 対的に割高になったハイスキルな人材雇

用が特 に初等中等教育で停滞 し,そ の結果,教 える側の人材の品質が低下 し,

人材劣化 による教 育生産性 の停滞 が進行 した点 を分析 してい る。他方,

Ashenfelter-Rouse[1999]で は,高 能力ゆえに教育を受けるのではな く,能

力とは独立に教育効果が認め られること,学 校教育の効果は生徒の能力,家 族

的な背景 などと独立 して確かに認められることが再確認 されている。

学校教育の場でICT投 資を行 う中で,提 供 している教育サービスの品質は

向上 しているのか,そ のサービスは効果的に提供されているのか,サ ービス生

産のコス トは十分効率化 されているのか という問題に対 して,こ れまで肯定否

定両面で様 々な結果が得 られてお り,明 瞭な知見が得 られているとは到底言え

ない。 この点を分析 し正確 に事実を認識 してお くことは,教 育機関における今

後のICT投 資,e-Learningの 活用形態を考える上で極めて大きな意味を有 し
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ている。

次節以降では,こ の2,3年 において筆者が試みた実験を素材 にしながら,

e-Learningが 新 しい効果的な教育方法 として位置づけられうるのか どうかと

いう点について,特 に学生による授業評価 アンケー トの集計結果を用いて分析

してみたい。

3e-Learning基 盤整備 とコンテンツ作 成の試 み

筆 者 が 在 籍 す る大 学 院 商 学 研 究 科 ア ン トレ プ レナ ー シ ップ専 攻 で は教 育 方 式

の 柱 の 一 つ と し てe-Learningを あ げ て い る。 最 近2年 間,筆 者 が 担 当 す る 授

業 で 提 供 して い るe-Learningは,共 通 に サ ー ビス を提 供 して い る基 盤 シ ス テ

ム(LMS:LearningManagementSystem)と 授 業 内 容 に 直 接 に 関 係 した コ

ン テ ンツ 配 信 の 二 つ か ら成 り立 っ て い る。 前 者 のLMSは 学 内 開発 され て い る

もの で あ り,主 と して 掲 示 板 機 能,教 材 配 布 機 能,レ ポ ー ト管 理 機 能,ク イ ズ

機 能 を提 供 して い る 。 後 者 の コ ン テ ンッ 配信 サ ー ビス は,ま だ 十 分 に予 定 され

た 機 能 を 実 現 して い る わ け で は な い が,こ れ まで 筆 者 が 開 発 して き たWEBア

プ リケ ー シ ョン を サ ー バ ー上 で 稼 動 させ て提 供 して い る もの で あ る。

LMSが 提 供 す る サ ー ビス は い ず れ もe-Learningシ ス テ ム と して は標 準 的 な

もの で あ る の で 後 述 す る こ とに して,先 に ど の よ うな 内 容 の コ ン テ ン ツ 配 信 を

行 って い る か を紹 介 した い。

配 信 し て い るURLはhttp://nisiyama2.ih.otaru-uc、ac.jp/elhome/Main.

htmlで あ る 。 この ア ドレス に接 続 す る と図1に 示 さ れ て い る画 面 が 得 られ る 。

図1か ら も分 か る よ う に,現 在 配 信 中 の サ ー ビ ス は モ ン テ カ ル ロ実 験 な ど統 計

シ ミ ュ レー シ ョ ン機 能(e-Xperimentと 呼 ん で い る),対 話 機 能 を 備 え た

e-Book配 布 機 能,講 義 を ス トリ ー ム 配信 す る6-Lecture機 能 か ら成 っ て い る 。

これ ら三 つ の コ ンポ ー ネ ン トの 概 略 に つ い て 説 明 して お こ う。 最 初 の統 計 シ

ミ ュ レー シ ョ ン機 能 と して は,現 時 点 で4メ ニ ュー を選 択 で き る。「デ ー タ抽 出」

で は母 集 団 分 布 を指 定 し て希 望 す るサ イ ズ の 無 作 為 標 本 を抽 出 す る実 験 を 行 え
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図1統 計 分 析 の た め のe-Learningコ ー ナ ー

る。母集団分布 としては正規分布,一 様分布,0-1分 布,さ いころの目の分

布か ら選ぶことができる。「標本分布/平 均値」 は中心極限定理を観察するた

めに設けている実験 コーナーである。母集団分布 を選択すると,標 本サイズ と

抽出の反復回数を指定することがで きる。正規母集団であれば小標本であって

も5000回 程度まで抽出を反復 させれば得 られる標本平均のヒス トグラムは正規

分布 に従 うことが観察される。 しか し,0-1分 布から得 られる標本平均であ

れば,標 本サイズ を100個 以上,で きれば1000個 というオーダーにまで増や し

て反復実験 を行 わないと標本平均の分布型が正規化 されないことが観察でき

る。中心極限定理は,特 に伝統的統計学の授業では触れないわけにはいかない

重要な事柄であるが,と もすると内容が余 りにも数理的になりすぎるので,基

本段階では 「平均値は正規分布するとだけ覚えておきなさい」 という具合 に素

通 りしているのが現実の授業の実態ではあるまいか。中心極限定理で何が結論

で きるのか という点を理解するのに統計 シミュレーションは有効 な手段であ
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る。残 りの「最小二乗法」と「標本分布/回 帰」は上の二つの回帰分析版である。

二番 目のメニューであるe-Bookで は,現 在,拙 著 「基礎の徹底 統計学」

をe-Text化 したPDFフ ァイルを配布中である。このe-Bookに はPDFの し

お り機能,ハ イパーリンク機能が利用 されてはいるが,動 画による解説画面は

埋め込 まれていない。現在,新 しいタイプの教科書が続々と開発提案 されてき

ているが,反 応速度,操 作性 を両立させ なが ら,各 種教育資源をPDFと いう

ファイル形式に統合するのは,な お機能的に不十分なところを感 じる。

三番 目のメニューである講義のス トリーム配信であるが,現 在はWindows

標準のWMVフ ァイルをWindowsMediaPlayerあ るいはRealPlayerを クラ

〔卿 懸'雛鐵撫 醜難 瓠畷 猷.:

搬謝響懸の窮轡
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亭

'嘉 襯
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図2MST講 義の再生
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イアン トに想定 して配信するのに加 えて,MST講 義 も併せて配信中である。

MSTと い うのはイーステージ社が販売 しているマルチメデ ィア型WEBコ

ンテンツ作成ソフ トウェアの名称である。 このMSTで 収録 した講義 ファイル

をASPス クリプ トで包んでWEBサ ーバーに転送する という形をとるのであ

るが,多 少の欠点 として動画再生のためにActiveXが 必要 となる点が挙 げら

れる。そのため再生はWindows機 に限定され,最 初に再生するときには所要

のActiveXが ダウンロー ドされるのでセキュ リティ管理が厳格 なパソコンで

は再生が不可能である。 とはいえ,ホ ワイ トボー ドで板書 しなが ら解説する教

室内の授業がほぼ再現できるので,い わばバーチャルクラスルーム機能が提供

されている。

映像 を加えることもできる。現在提供 している講義コンテンツの再生時間は

延べ約5時 間である。1本 辺 りの講義 は平均5分 程度 と短いが,e-Learning

を通 した講義配信は長 くとも15分程度に切 り分けたほうが良いとの結果が先行

事例からも報告 されている(坂 本昴[2003])。 学生か ら感想 を聴取 した り自身

で も試 みて みた が,寧 ろ よ り短 い5分 乃至10分 程度 の視 聴時 問の 方が

e-Learningと しては適当と感 じられる。

コンテンツ配信 としては以上のような構成だが,こ れらは全て1台 のパソコ

ンでWindowsServer2003上 のIISに よって実現 されているサービスである。

開発言語は,し たがって,ユ ーザーインターフェースの記述 はASP.NETと

なり,内 部動作の開発は主にVisualBasic.NETで 行った。一部の数値演算 に

はオープンソース ライブラリであるMATH.NETを 利用 している。更に,グ

ラフ描画には商用製品であるXceed社"Chartfor.NET"を 使用 した。今の

ところInternetExplorerVer.6以 外のブラウザを使用すると画面に乱 れが生

じることがある。

こうしたコンテンツ配信は,今 のところ一方向的なサービス提供にとどまっ

ているが,e-Learningに 欠かせない双方向的な通信には基盤 システムの掲示

板機能を利用 している。筆者の授業では,特 に,掲 示板 を通 したディスカッショ

ンボー ドを大いに活用 している。
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一般にe-Learningを 通 して知識の効率的伝達 を実現するためには,講 義配

信機能 と掲示板機能が中核的な役割を受け持つ点は既に坂元昴[2003]で も報

告されているところだが,同 時に掲示板を有効に利用するには運用が非常に難

しい点 も指摘 されている。経験 を有 し,か つ授業 とはやや距離を置いたeモ デ

レーターの必要性は,筆 者が運用する掲示板 においても同様に感 じられる。

以上概括 したように,現 在提供 しているe-Learningサ ービスはなお十分な

水準に達 しているわけではないが,量 的には既 に相当の内容を提供 していると

思われる。

問題は,教 育サービスの提供 において,e-Learningと いう媒体を通 した知

識伝達が,十 分 に評価 され機能 しているのかという点である。そもそも現在推

進されているe-Learningは 教育のサービス生産性を高めているものだろうか。

同じ水準の教育成果をより短時間に達成 しているのだろうか。あるいは従来 と

同じ費用の下でより高い教育成果 を達成 しつつあるのだろうか。だとすれば,

e-Learningは 確かに生産性を上昇させていると考えられる。それが事実なら,

e-Learningは 学生に対 して一定の時間的,知 識的な便益を与えているわけで

あるか ら,誰 よりも履修する学生がe-Learningに 対 して肯定的な評価 を下す

はずである。

そこで,最 近実施された学生による授業アンケー ト調査の集計結果を分析 し

てみることにしよう。

4教 育 サービスに占めるe-Learningの 効果分析

上のようなe-Learningを 活用することによって,筆 者の担当する授業を履

修する学生達は何 らかの差別化をそこに認めてきたであろうか。差別化が認め

られているとして,そ れは学生の高い満足に結びつ くものになっているだろう

か。 もしそうであれば,確 かにe-Learningと い う新 しい教育方式は,仮 に教

育活動統計に表れていないとしても,観 察される事実 として教育の生産性を上

昇させていると判断 しても良いであろう。本節ではこの問題をとりあげる。
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まず学生による授業評価結果を概観 しておこう。表3は 末尾に掲載 している

授業評価 アンケー トを平成16年 度に実施した時の結果を用いて,各 項 目につい

て科 目ごとの平均値 を求めたものである。下から2行 目の太字になっている行

が筆者の担当科 目である。表3に 示 されている結果は全て同学期に開講 された

必修科 目の結果であ り,各 科 目とも同一の学生集団が回答 したものである。但

し,掲 載の便のため一部項 目を省いている。また 「ディスカッション」には 「討

論」 という新たな名称を付 した。詳細は表下の(注)に 掲げている原資料 を確

認されたい。

表3ア ンケ ー ト実 施状 況(平 成16年 度)

準備 シラバス 話 し方 黒板 教材 授業 討論e-Learning課 題 満足度

4.25

4.21

4.31

4.30

3.97

4.32

3.74

4.22

4.18

4.16

4。39

3.94

4.03

3.88

3.66

4.68

3.88

4.21

4.06

4.29

3.28

4.13

4.29

4.06

4.27

4。09

4.24

3.94

4.09

4.15

4.06

3.91

3,79

3.97

3.88

3.84

4.21

4.13

3.91

3.47

4.09

3.59

3.72

3.94

3.97

3。58

3,24

3.53

3.28

3。38

3.71

3.06

3.88

3.91

4.12

3.56

3.97

4。18

3.78

3.79

3.85

4.09

3.39

3.75

4.18

4.06

3.61

3.53

3.79

3.41

(注)小 樽商科大学教育開発セ ンター 「ヘル メスの翼に 一 小樽商科大学FD活 動報告書

第3集 」平成18年3月,133頁,表6.5

表3を 見ると,確 かに筆者 の授業に関してe-Learningの 評価が他科 目に対

して高 くなってお り,筆 者が提供 しているe-Learningサv・ ・一一ビスに対 して履修

者 はプラスの価値 を認めていると判断 される。問題はこの要素が授業に対する

高い満足度を形成す る要因になっているかどうかを分析することである。

授業 を構成する属性 としてはe-Learning以 外 にも多 くの側面があ り,ア ン

ケー トは各側面の評価 を収集するものである。 ところが,授 業が分か りやすい

という点と教材がわか りやすいとい う点は相互に関係しているし,学 生の満足

度は表2に 掲げた各側面から独立にそれぞれ影響を受けて形成 されるというよ

りも,た とえば 「丁寧な準備」,「分か りやすさ」,「授業後のフォロー」 という
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ような少数の因子によって形成 されているかも知れず,表3の 結果 を見るだけ

では結論は得 られない。

そこで最終的な結果である 「満足度」を省 き,授 業の属性を構成する 「準備」

か ら「課題」までの9項 目をとり出し,平 成16年 度に開講された全授業科 目(19

科 目)の 結果か ら,項 目間の相関行列を求めたものが表4で ある。

表4質 問項目間の相関行列(平 成16年度)

準備 シラバス 話し方 黒板 教材 授業 討論 eLearning 課題

準 備 1,000 0,479 0,130 0,070 0,556 0,609 0,442 0,240 0,434

シラバス 0,479 1,000 0,076 0,053 0,366 0,308 0,250 0,200 0,339

話 し 方 0,130 0,076 1,000 0,698 0,128 0,062 0,071 0,037 0,104

里
'b● 、 板 0,070 0,053 0,698 1,000 0,046 0,024 0,045 0,039 0,065

教 材 0,556 0,366 0,128 0,046 1,000 0,619 0,484 0,259 0,442

授 業 0,609 0,308 0,062 0,024 0,619 1,000 0,598 0,252 0,511

討 論 0,442 0,250 0,071 0,045 0,484 0,598 1,000 0,264 0,425

eLearning 0,240 0,200 0,037 0,039 0,259 0,252 0,264 1,000 0,331

課 題 0,434 0,339 0,104 0,065 0,442 0,511 0,425 0,331 1,000

(注)小 樽商科大学教 育開発 センター 「ヘルメスの翼 に一 小樽 商科大学FD活 動報告書

第3集 」平成18年3月,132頁,表6.4

表4か ら分かるように各要素の問には互いに正の相関がある。このような正

の相関関係は最終結果である 「満足度」を含めても同様である。 とはいえ,相

互に正の相関があるからといっても,あ る変量が別の変量にプラスの影響 を与

えていることを意味 しないという点は,多 変量データを観察するときの鉄則で

ある。三つの変量X,Y,Zの 間に互いに正の単相関係数が求められたとして

も,変 量XがZに 対 してマイナスの影響 を与えているケースは可能性 として

排除できない。表4に 示 されている各桝 目の単相関係数は,そ れだけではほと

んど何の意味も伝えない。ただ,相 関行列が分かっているということは各変量

の標準値の問の共分散構造が判明しているということであるか ら,互 いの相互

関連についてかなりの含意が得 られることも確かである。
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まず上の9要 素間の相関行列 に対 して主成分分析 を施 し相互に独立な9個 の

成分に変換 してみることにしよう。以下はその結果である。変数記号は表4に

示 された要素順に並んでいるので容易に意味が とれるであろう。なお,以 降の

分析を含めデータ解析 にはRVer.1.9.1を 使用 した。

Loadings=

Comp.1Comp.2

prEP-o.419

E翼V⊥1∈訓コU呂 一口.3口7

telk一 口.115一 口.E94

bロard-〔1.70弓

t巳xt-O喉1石 〔〕.1fi4-〔 〕.105-[〕.26ロ ロ.45S一 口.669

plain-Oa36口.1〔 〕4口.157-O.299〔 〕.105[[.2口2

di=ヨcussion-0381-O.蔓41-O闘748

1ヨLearn-0243一 口.9Dlヨo.125

homework一 口378一 口.2{〕7B.141

0fCロmpon∈nts=

Co1窪1P.3Comp.4Comp.5Cormp。{5Co血1P.7Cemp。BCo1エ1P・9

0。245口8181一 口日22工O脚225口.67口O算3490246

0、1700.809-063百 ∈…-0.216一 口.157一 口131

口.394一 口583

-O .436口543

0229

一口.548-0460

0.25e口11ロ

ーo .31s

O.879口.11口

工vaportance

CorttP.1Cemp.ZCemp.3Corap.4Comp.5

StaぬOterOtd∈viation1.876口3251.290B3720.93S83333口.91口45口610.75S65e口9

P=opo!=tionofVa=ianじ ∈ 口.3910553口.1851401〔)sO97Si741口.口 ≡〕210226口.06344E57

CurmulativePropロ=しion口.391口5530,57石1954口.673712日30.7石58150BO.8292516E

Cornp.6(=orup.'1Comp.8(=euap.D

StanCtarCtd已viation[〕.'7133013口 置E53565780.562288390.5334133〔i

Prope=tiロnofVa=iance口.0565332口.0474E〔 〕92〔 〕.ロ351298口O.ロ3161442

Cumu⊥ativ巳P=opor七i口n口.日8579AgO.933255770.96e3B5581,0ロ ロ00ロ ロロ

一部ブランクになっている箇所があるのは
,微 小 な値を表示 しない設定にし

ているためである。各主成分の分散を示す相関行列の固有値は

[1]3.51949811.56626口E口.S776567口.日2892口30.57101920.50e79B8口 、427M82口.31616B2

[9]O.2B4529B

である。習慣的に採用 されている選択基準である 「1以 上の固有値」をとると

すれば,9要 素の中から2個 の因子に着 目すればよいことがわかる。その2因

子が因子負荷行列Loadingsの 列のComp.1とComp.2に 該当している。

一般に主成分分析の実態的な解釈は困難を極めることが多いが
,第1主 成分

を見 ると因子負荷がすべて負値である。主成分 自体 に実質的な意味はないので

係数の符号 をすべて逆転 しても分析上の意味は変わらない。Comp.1の 係数を

すべて正値 とすれば,第1主 成分は板書(BOARD)以 外の要素をほぼ単純平
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均 して得 られ る指標 に一致する。但 し,係 数の中では準備(PREP),教 材

(TEXT),わ か りやすさ(PLAIN)が 比較的大 きく,話 し方(TALK)や

e-Learning(eLearn)は 比較的小 さい。第2主 成分はほぼ話 し方(TALK)

と板書(BOARD)か ら計算されている。 この場合 も係数 を正負逆転すると解

釈が容易だが,わ か りやすさ(PLAIN)の 係数の符号 だけ逆であるのは,や

や理解 の難 しい ところであろう。 これは分か りやす さ(PLAIN)と 話 し方

(TALK),板 書(BOARD)の バ ランスを比較 しているとい う履修者側の視

線として受け取るべ きであろう。いずれに しても主成分分析の前提か ら各成分

は相互に独立なので,Comp.1とComp.2は 授業の属性の中の独立な二つの側

面を伝えている。あえて名称 を付するとすれば第1主 成分は 「準備か ら課題ま

でを含めた総合的魅力」 ということになろうし,第2主 成分は 「総合的魅力で

は測れないタイプの授業現場の面白さ」 という解釈 になろう。

主成分分析で確認 されることはe-Learningは 総合的指標の中にはプラス要

因として含 まれる一 この点は表3か ら示唆 される点 とも整合的である一 もの

の,独 自の属性 として学生か ら受け取 られているわけではないという点である。

付言すれば,デ ー タに対する説明力 は低い ものの第3主 成分がe-Learningに

ほぼ対応する成分 と思われる。係数は正負逆転させて解釈するほうがよい。

主成分分析か ら得 られる各因子軸を原点周 りで直交回転 して,各 因子の因子

負荷係数の違いが際立つようにする分析法が因子分析である。主軸を回転 させ

る際に得 られる各因子の間に相関を認めない直交回転 と,相 関を認める斜交回

転があるが,こ こではオーソ ドックスな直交回転をバ リマ ックス法で施す こと

にしよう。抽出する因子は主成分分析の結果か ら高々3個 も考慮すれば十分で

あろう。 ここでは抽出因子数に関する検定は行わないことにする。

結果は以下の とお りである。

LoaOtings=

prep〔[.s6z

sy工1融 〕Uヨ[」.30口
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最下行のCumulativeVarに 示 されているように3因 子で説明できる割合 は

50%台 であ り必ず しも高 くはないが,主 成分分析 の結果と照応すると,ア ンケー

トの各項 目の回答は3個 の共通因子によって形成 されていると解釈できる。

第1因 子 だけか ら形成 されてい るのは,分 か りやす さ(PLAIN)と 討論

(DISCUSSION)で ある。教材(TEXT)は 第3因 子か らも影響 されている

が主に第1因 子から決定されている。逆に,話 し方(TALK)や 板書(BOARD)

は第1因 子 とは無関係である。準備(PREP)も 第1因 子に比重がかかってい

る。これらか ら第1因 子は 「分か りやすさ」 と解釈 してもよいだろう。第2因

子は主成分分析 と同様の解釈でよいだろう。話 し方(TALK)と 板書(BOARD)

以外 に第2因 子が形成 している指標はない。第2因 子は教室での面白さに直結

する因子に該当する。第3因 子は 「シラバス との即応性」 と名づけられよう。

実際,第3因 子が主に形成 している指標はシラバス(SYLLABUS)だ けである。

要約すると,学 生は 「丁寧に準備され分か りやすいか どうか」,「授業の現場で

の面白さ」,「シラバスに即 した順序良さ」を思い返 しなが ら,ア ンケー トに回

答 しているもの と推察される。 この中でe-Learningは 第1因 子 と第3因 子に

よって形成 されている。何であれインターネットを活用すればよいわけではな

く,コ ンテンツは分か りやす く,シ ラバスとも即応 した順序のとれた内容でな

ければ評価 されないことが窺われる。但 し,因 子負荷係数は小 さい。その二乗

和である共通度は0.12で あ り,取 り出した共通因子はe-Learningへ の回答の

12%を 説明で きるに過ぎない。

主成分分析か らある程度推察はで きた ものの,因 子分析か らもe-Learning

は主要な共通因子から説明されないことが確認できた。実は,平 成17年 度前期
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の授業評価アンケー ト結果をデータとして用いると,以 下の結果が得 られる。

この結果は,上 と同様に相関行列に基づいて得 られた。相関行列は 「平成17年

度授業評価アンケー ト集計結果 と分析(前 期)」(本 学教育開発センターアント

レプレナーシップ専攻教育開発部門,平 成17年9月,4頁,表4)に よる。
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平成17年 度データを対象 とす るこの結果を見ると第3因 子 までの説明力が

0.627ま で上がってお り,平 成16年 度 に対する結果に比べて,よ り良好である。

第1因 子 は課題の適切 さ(HOMEWORK),分 か りやす さ(PLAIN),討 論

(DISCUSSION)で 比較的大きな負荷 を有 している。e-Learningも 第1因 子

か ら主に決まっている。分か りやす さと深い関係があるという点は16年 度の結

果 と共通 しているが,今 回は 「理解の容易 さ」とでも言えようか。第2因 子は,

やは り板書(BOARD)で 高い負荷を示 しているが,話 し方(TALK)は それ

ほどでもなく,教 材(TEXT)に おける負荷が上がっている。第2因 子は 「授

業での面白さ」 と言 うよりは 「教材の分か りやすさ」 と解釈 しても良さそうで

ある。授業での話 しよりも書かれた教材 との関連性が高まっている点は注意を

要する。第3因 子がシラバスとの即応性に対応 している点に変わりはない。全

ての因子か らe-Learningの 指標が形成されている という結果は16年 度のデー

タか らは得 られなかった もので,大 変興味深い結果 といえる。e-Learning

(eLearn)の 共通度が0.38に まで上がっている点 も重要である。他 と共通 し
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た授業要素 としてe-Learningが 評価 され始めていることが,こ の変化か ら窺

われる。

このように16年 度,17年 度で結果にやや違いが生 じたのは,対 象となる授業

数に違いがあることにもよろう。つま り,16年 度の結果は年度中に開講された

19科 目全てを対象 としているが,17年 度の結果は同年度前期に開講された17科

目のみを対象 としている。対象 となる授業範囲が異 なれば,結 果として得 られ

る授業属性 も変わるのが当然であるが,そ れで もなお,両 年度の結果は驚 くほ

ど近似 している。

要約すれば,新 しい教育方法 としてのe-Learningは,そ れ自体 としては学

生か ら評価 されているが,授 業の魅力を説明する共通因子か ら評価が形成され

ていると,は っきりとは言えず,今 のところ 「便利なものがある」,「面白いも

のがある」 といった初期段階ないし試行的状況にあることを否定できない。と

はいえ,方 向としてはe-Learningが 共通因子から説明される度合いは上がっ

てお り,授 業に対 して求め られる一要素 として位置づけられつつあるという解

釈 も可能である。即ち,e-Learningの 充実が授業への満足に結 びつ く可能性

を窺 うこともできる。このようにまとめられよう。

5考 察

経済全体の中でICT投 資が労働生産性や全要素生産性を高めてきたという

点は今 日ではほぼ確認 されている。但 し,ICT効 果 はサービス部門に偏在 し

ている。そのサービス業の実質生産水準の測定は品質調整の技術的困難もあっ

て大変難 しい。 とはいえ,ICT投 資により従来1日 を要 した事務作業が半 日

で済むようになれば,同 一水準のサービスを提供する労働 コス トが半分になる

ので確かに労働生産性は上昇 していると確認で きる。サービス価格が市場で形

成 されていれば,こ うした生産性の上昇は付加価値の上昇として現れ,賃 金 ・

企業利潤 という要素所得の上昇 として計測 されるはずである。

このことが教育部門においては当てはまらない。そもそも多 くの国で学校は
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主として営利法人ではなく非営利法人によって営まれてお り,教 育の価格 も市

場で形成 されてはいない。GDP統 計における生産水準の測定も,し たがって,

販売サイ ドではなく投入コス トか ら推計 されている。端的にいえば,学 校が消

費する1年 当た りの消耗品数量,雇 用する教職員数が増加すれば,実 質教育サー

ビスは上昇することになる。一人当た りの消耗品数量が増加すれば労働生産性

は上昇することにもなる。こうした測定方法をとる限 り,学 校教育の生産性上

昇 を統 計 デ ー タか ら確 認 す る こ とは極 め て難 しい。 しか しな が ら,

e-Learningを 活用することにより,予 復習の便宜が向上 し,従 来は1月 を要

した内容を半月で終えることができれば,学 生の学力はそれだけ向上するか,

あるいはその分を他の活動に振 り向けることにより,学 生の効用水準は上がる

ことになる。やは り,ICT投 資の生産性上昇効果は存在す ると考えるのが適

当であろう。では,な ぜ今回のデータ分析の結果にそのことが十分明瞭に現れ

なかったのか。

一つの理由としては
,今 のところe-Learningは 基盤 システムを通 じたサー

ビス提供が主であ り,個 別授業 ごとに差別化 されたコンテンッが配信 されてい

る状況ではない。そのために,授 業科 目間の相関行列 を分析 しても期待される

結果が得 られなかったという可能性 はある。いずれにせよ,今 後基盤システム

の拡充を超えて提供 される個別授業のコンテンツの増加 を待って,改 めて分析

されるべ き課題であろう。

本小論では,授 業アンケー ト結果か ら得 られた相関行列か ら簡単 な因子分析

を行い,学 生が授業を評価するときの共通因子を探索 した。次の論点となるの

は,「分か りやすさ」,「授業現場での魅力」,「シラバスに沿った順序良さ」といっ

た共通因子が,ど のように授業の満足度,あ るいは推薦の意思に結びつ くかと

いう因果関係 の分析であろう。分か りやす さ(PLAIN)と シラバスに沿った

順序良 さ(SYLLABUS)の 二つか ら潜在因子である 「理解の容易さ」が形成

され,そ れとは別の独立因子 として 「授業現場 の魅力」が働いて,満 足度が形

成 され,満 足度が高 くなって初めて推薦 したいという意思が芽生える,と いう

のはある年のデータに対する一つの解釈であ り,別 の解釈 も可能である。こう
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した分析 を行うのが次の順序ではあるが,編 集部から与えられた紙幅の制約も

あ り,こ の論点は稿 を改めてとりあげることにしたい。

(資料)ビ ジネススクール(大 学院商学研究科 アントレプレナーシップ専攻)

「授業評価アンケー ト」の質問項 目

1教 員の教授法について

1.授 業は十分に準備 されたものでしたか?

2.授 業はシラバスに沿っていましたか?

3.教 員の話 し方は明瞭で聞きやすかったですか?

4.黒 板やOHP,パ ワーポイントの字や図は見やすかったですか?

5.教 員は,教 材(テ キス ト,プ リント,ケ ースなど)を 効果的に使用 し

て いましたか?

6.教 員は,授 業内容 を理解 しやすいように配慮 していましたか?

7.デ ィスカッションは適切に運営されていましたか?

8.e-Learningシ ステムは効果的に活用 されていましたか?

9.課 題の設定と授業の関連は適切で したか?

10.あ なたは,友 人や後輩に,こ の授業を進めたいと思いますか?

11.あ なたは,こ の授業に満足 しましたか?

llオ プション質問

皿 自由記述欄

(注)各 質問項 目は5段 階評価で回答するもの。オプション質問は個々の授

業担当教員が独 自に質問する項 目である。
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